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 第７章 誘導施策 

本章では、まちづくりの⽅針(ターゲット)及び将来都市構造の実現や、都市機能及び居住の誘
導等を緩やかに図るための誘導施策を設定します。 
 

１．誘導施策の基本的な考え方  

◆⽴地適正化計画で⽬指す将来都市像やまちづくりの⽅針(ターゲット)等を実現する観点から、
下表の体系に基づき誘導施策を設定します。 

【誘導施策の体系】 
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立地適正化計画で目指すまちづくりの方針(ターゲット) 

誘導施策の方針 

①既存住宅ストックの有効活用と街なかにおける良

好な住宅地形成 

②ＵＲ団地等、大規模団地の地域の再生 

③空き家や低未利用地等の有効活用 

④災害時の安全性や健康増進等を考慮した住環境

の形成 

⑤市内外への情報発信の強化及び働く場所の確保 

⑥人口減少･少子高齢の状況下における公共サービ

スの維持･向上 

⑦中心拠点を担うエリアへの非日常的な機能を含

めた様々な都市機能の誘導 

⑧生活拠点を担うエリアへの日常の暮らしに不可欠

な都市機能の誘導 

⑨公的不動産等を活用した若年･子育て世代の定住

促進及び高齢化への対応に資する拠点形成 

⑩基幹的な公共交通の維持･充実 

⑪郊外部の住宅団地等から拠点へのアクセス強化 

誘導施策 

①-Ａ～Ｃ 

②-Ａ～Ｃ 

③-Ａ～Ｂ 

④-Ａ～Ｅ 

⑤-Ａ～Ｃ 

⑥-Ａ 

⑦-Ａ～Ｂ 

⑧-Ａ 

⑨-Ａ 

⑩-Ａ 

⑪-Ａ 
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２．誘導施策  

①既存住宅ストックの有効活用と街なかにおける良好な住宅地形成 
坂⼾市まち・ひと・しごと創成総合戦略の具体的な施策の１つである「住宅⽤地を創出する」

により、若年･⼦育て世代の定住促進の受け⽫となるような環境を創出し、定住⼈⼝の増加を図
ります。 
 

①-Ａ 住宅対策事業 

（「多世代同居住宅改修等工事」及び「多世代近居住宅取得」の補助金交付制度の実施） 

 

◇親世代と⼦世代が市内に居住し、多世代同居・近居するための住宅取得費⽤等の⼀部を
補助し、定住促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 
  

出典:坂戸市ホームページ 坂戸市多世代同居住宅改修等工事補助金交付制度のご案内 
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①-Ｂ 住宅耐震改修促進事業 

 

◇震災に強い安全で安⼼なまちづくりの推進のため、昨今の⼤地震における建物の被害状
況を鑑み、平成12（2000）年５⽉31⽇以前に着⼯された階数２以下の⽊造の⼀⼾建て
住宅の耐震診断、耐震改修を⾏う場合及び、危険なブロック塀等の除却を⾏う場合に補
助を⾏うなど耐震化を促進する。 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 
 

 

①-Ｃ 土地区画整理事業の推進 

 

◇⽯井地区･⽚柳地区･関間四丁⽬地区の⼟地区画整理事業による計画的な市街地整備や街
並み整備を推進し、居住地として選ばれる魅⼒の⾼いまちを創出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 居住誘導区域 

 

 

②ＵＲ団地等、大規模団地の地域の再生 

都市基盤が整った良好な住宅団地については、現存する団地特有の課題等を把握し、居住地
として選ばれるよう、近隣⼤学やＵＲ都市再⽣機構との連携を図りながら、団地の再⽣を推進
します。 
 

②-Ａ 住宅団地対応事業 

 
◇地域特有の課題を把握･整理し、解決に向けた施策をまとめた、住宅団地ごとの将来ビジ

ョンの策定に取り組む。 

■対象地区 

 居住誘導区域(北坂⼾駅周辺地区・⻄坂⼾地区・鶴舞地区(⼀本松駅周辺)) 
  

関間四丁目土地区画整理事業地内 石井土地区画整理事業地内 
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②-Ｂ ＵＲとの協働事業 

 
◇⼈⼝減少が継続する住宅(団)地において、住⺠が孤⽴せず⽣活の質を維持できるように、

地域コミュニティが機能し、様々な主体が協働して⽀援し、安全と安⼼の確保を図る。 

■対象地区 

 居住誘導区域(北坂⼾駅周辺地区) 
 

 

 

②-Ｃ 北坂戸団地にぎわい再生事業 

 

◇ＵＲ都市機構が所有する空き店舗を借り上げ、⼤学と連携し、にぎわい再⽣の拠点施設
として運営する。なお、施設に設置した太陽光発電システムによる売電収⼊を、借上料
の⼀部に充てている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇城⻄⼤学及び東京電機⼤学では、ＵＲ都市再⽣機構の施設に設置した太陽光発電シス
テムによる充電収⼊で空き店舗を借り上げ、⼤学と連携し、にぎわい再⽣の拠点施設
である「北坂⼾にぎわいサロン」を運営している。 

■対象地区 

 居住誘導区域(北坂⼾駅周辺地区) 

出典:坂戸市ホームページ 

北坂戸にぎわいサロン：城西大学での開催の様子 北坂戸にぎわいサロン：東京電機大学での開催の様子 
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③空き家や低未利用地等の有効活用 

空き家等対策の推進に関する特別措置法及び坂⼾市空き家等の適正管理に関する条例に基づ
き空き家対策を推進し、空き家を有効活⽤できる仕組みや⼦育て⽀援策と連動した取り組みを
実践します。 
 

③-Ａ 住宅対策事業（「空き家改修等工事」の補助金交付制度の実施） 

 

◇管理不全な空き家等の所有者等に対する助⾔･指導等の措置を図るとともに、危険空き家
に対する改修や除却費⽤の補助を⾏う。また、空き家等の現状の実態調査や空き家等の
売買や賃借を促進するために空き家バンク事業を⾏う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 
 

  

出典:坂戸市ホームページ 坂戸市空き家改修工事等の補助金交付制度のご案内 
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④災害時の安全性や健康増進等を考慮した住環境の形成 

将来にわたり、誰もが安⼼･安全に住み続けられる住環境を形成するため、⽴地適正化計画に
おいて、災害時等における安全性を考慮した居住誘導区域の設定を⾏います。 

また、⾼齢者をはじめとするあらゆる世代が、住み慣れた地域で健康的に暮らせるよう健康
増進にも考慮した住環境の形成を推進していきます。  

③-Ｂ 創業経営発達支援事業 

 

◇市内の空き店舗等を利⽤して新たに創業する⽅に、店舗家賃や開店時の改修⼯事費⽤の⼀
部を助成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 

④-Ａ 立地適正化計画検討事業 

（災害時の安全性を考慮した居住誘導と防災･減災対策の推進） 

 

◇⽴地適正化計画における居住誘導区域設定の際には、⼟砂災害警戒区域、⼟砂災害特別警
戒区域及び家屋倒壊等氾濫想定区域については除外する。 

◇浸⽔想定区域及び消防活動困難区域については、現状の⼟地利⽤等を踏まえ居住誘導区域
に含めるが、地域防災計画に基づき情報の収集･伝達、避難･収容等、発災段階に応じた防
災･減災対策等を⼗分に講じる。 

◇浸⽔対策については、地震及び洪⽔ハザードマップにより、浸⽔想定区域の周知を図り、
本市･⽑呂⼭町･越⽣町の3市町で構成する越辺川･⾼麗川⽔害予防組合の⽔防計画に基づ
き、両河川の越⽔及び堤防の決壊を防ぐために必要な機材を整備し、豪⾬等により氾濫し
た場合には、各⽔防団及び消防機関と連携し、被害を防ぐための⽔防⼯法を⾏う。 

◇また、消防活動困難区域については、都市計画法53条区域の調査･研究を進め、狭あい道
路の整備等により改善を⽬指す。 

■対象地区 

 居住誘導区域 

出典:坂戸市ホームページ 創業支援事業助成金（抜粋） 
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④-Ｂ 地震及び洪水ハザードマップの全戸配布 

 

◇地震及び洪⽔ハザードマップの全⼾配布を実施し、災害が想定される区域や避難所等の
周知を図り、防災及び減災に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 

 

 

 

④-Ｃ 交通安全施設等整備事業 

 
◇交通事故の減少を⽬的に、交通環境上問題のある箇所に適切な交通安全施設の整備を図

る。また、⽼朽化した交通安全施設の点検、修繕を実施する。 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 
  

出典:坂戸市ホームページ 坂戸市防災マップ 
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④-D 高麗川・越辺川遊歩道整備事業 

 

◇利⽤者が安⼼･安全に⾃然に親しみながら快適に通⾏できるコースを確保するため、遊歩
道の維持管理及び⽔害時における可動式トイレの撤去･復旧を⾏う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 ⾼麗川･越辺川周辺地域 

 

 

④-E 要介護高齢者生活支援事業 

 

◇在宅で介護が必要な⾼齢者に、緊急時通報システム事業、⾼齢者移送⽀援サービス事業
等のサービスを提供することにより、在宅⽣活の質の向上、安全の確保、介護者の負担
軽減、緊急時の迅速な対応を図る。 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典:坂戸市ホームページ 高麗川･越辺川遊歩道整備 
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⑤市内外への情報発信の強化及び働く場所の確保 

坂⼾市定住促進施策基本⽅針である「情報発信の強化」及び「働く場所の確保」により、坂
⼾市まち･ひと･しごと創⽣総合戦略と整合をとりつつ、若者等の就職･職場定着等の⽀援を⾏い、
若者･⼦育て世代(地縁･⾎縁者)をメインターゲットとして、定住⼈⼝の増加を図ります。 

⑤-Ａ シティプロモーション推進事業 

 

◇イメージキャラクター「さかろん」、テレビ埼⽟のデータ放送サービス、坂⼾のまち散
歩まっぷ「いいね さかど」等の活⽤により、市のＰＲ活動、市政情報等の発信を⾏う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 
  

⑤-Ｂ 中小企業融資事業 

 

◇市と協定を結んでいる⾦融機関に預託することにより、市内で事業を営む中⼩企業者に
対し⾦融機関や保証協会の協⼒を得て融資する。返済完了時に利⼦の30％を補助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 

出典:坂戸市ホームページ 中小企業向け制度融資(抜粋) 

出典:坂戸市役所ホームページ シティープロモーションパンフレット『いいね さかど』（令和 5（2023）年 3 月発行） 
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⑤-Ｃ 工場誘致奨励事業 

 

◇市内の特定地域に⼯場を新設または移設し、操業開始する事業所に対し、⼯場等誘致奨
励⾦を交付する。また、操業開始時に市内在住者を1年間以上常⽤従業員として雇⽤した
場合には、雇⽤促進奨励⾦を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 居住誘導区域外(⼯業地域、⼯業専⽤地域及び準⼯業地域) 

⑥人口減少･少子高齢の状況下における公共サービスの維持･向上 

⼈⼝減少･少⼦⾼齢の状況下においても、持続可能な都市経営に向けた計画的なまちづくりを
進めるため、公共施設等マネジメント計画に基づくアクションプランを策定し、施設の利⽤状
況や実情を考慮し、統廃合や減築による最適化及び地域交流センター等を中⼼に施設の複合化
を図りながら、公共サービスの維持･向上を図ります。  

⑥-Ａ 公共施設等マネジメント推進事業 

 
◇公共施設等マネジメント計画の実施及び⾒直しを⾏う。また、施設の個別実施計画であ

るアクションプランの策定を進める。 

■対象地区 

 ⽴地適正化計画区域(市全域) 

出典:坂戸市ホームページ 市の企業誘致奨励金(抜粋) 
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⑦中心拠点を担うエリアへの非日常的な機能を含めた様々な都市機能の誘導 

現に各種都市機能が集積しており、利便性の⾼い東武東上線坂⼾駅・若葉駅・北坂⼾駅周辺
等の中⼼拠点を担うエリアについては、市の顔として、⾮⽇常的な機能を含めた様々な都市機
能を誘導することで、市全体の更なる利便性の向上を⽬指し、市外からも「選ばれ続ける都市」
を形成するため、拠点性の強化を図ります。 
 

⑦-Ａ 立地適正化計画検討事業（拠点性の強化に資する都市機能の誘導） 

 
◇坂⼾駅周辺地区については、駅周辺の中⼼拠点として「百貨店･⼤型商業施設」を誘導施

設に位置づけ、新たな⽴地を促進し、更なる拠点性の強化を図る。 

■対象地区 

 都市機能誘導区域(中⼼拠点:坂⼾駅周辺地区) 

 

 

⑦-B 立地適正化計画検討事業（現状の都市機能の維持） 

 

◇坂⼾駅･若葉駅･北坂⼾駅周辺地区及び中⼼部にぎわい軸･坂⼾市役所周辺の各中⼼拠点
に既に⽴地している「⼩規模保育施設」、「百貨店･⼤型商業施設」、「スーパーマーケ
ット」、「病院」、「銀⾏･郵便局等」、「中央図書館」、「⽂化施設･⽂化会館」につい
ては、中⼼拠点への集積型施設として誘導施設に位置づけ、将来にわたり維持していく。 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 都市機能誘導区域(中⼼拠点) 

 

 

 

 

  

出典:坂戸市ホームページ 出典:こひつじ園ホームページ 
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⑧生活拠点を担うエリアへの日常の暮らしに不可欠な都市機能の誘導 

主に周辺の居住者の⽣活を⽀える⽣活拠点を担うエリアについては、更なる利便性の向上を
⽬指し、⽇常の暮らしに不可⽋な都市機能を誘導し、暮らしの中の拠点を形成していきます。 

⑧-Ａ 立地適正化計画検討事業（不足する都市機能の立地促進と現状の施設の維持） 

 

◇市⺠健康センター周辺及び鶴舞地区(⼀本松駅周辺)については、機能の不⾜がみられる
スーパーマーケット及び銀⾏･郵便局等を新たな誘導施設に位置づけ、主に周辺住⺠の⽣
活利便性の向上を図る。 

◇なお、拠点内に既に⽴地している市⺠健康センター、スーパーマーケット、銀⾏･郵便局
等については、⽣活拠点への集約型施設として誘導施設に位置づけ、将来にわたり維持
していく。 

■対象地区 

 都市機能誘導区域(⽣活拠点) 

 

 

⑨公的不動産等を活用した若年･子育て世代の定住促進及び高齢化への対応に資する拠点形成 

公的不動産を活⽤し、若年･⼦育て世代の定住促進及び⾼齢化への対応に資する拠点の形成等
を推進していきます。 

⑨-Ａ 公的不動産を活用した拠点整備の推進 

 

◇公共施設跡地等利⽤基本⽅針に基づき、住宅団地等における公的不動産の有効活⽤の基
本⽅向を定める。 

◇特に⼈⼝減少･少⼦⾼齢化の進⾏が著しい北坂⼾駅周辺地区については、閉校した北坂⼾
⼩学校⽤地等を活⽤し、若年･⼦育て世代の定住促進及び⾼齢化への対応に資する拠点形
成を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 都市機能誘導区域 

 

  

閉校した北坂戸小学校用地(平成 28(2018)年 11 月撮影) 
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⑩基幹的な公共交通の維持･充実 

鉄道や利便性の⾼い基幹的なバス路線(⽚道 30 本以上/⽇)については、今後更なる⾼齢化の
進⾏に伴い、より⼀層重要度が⾼まる観点から、市の公共交通軸として位置づけ、将来にわた
り機能の維持･充実を図ります。 

⑩-A 基幹的公共交通の利用促進 

 
◇基幹的公共交通を維持していくため、住⺠や事業者と連携を図りながら、公共交通の利

⽤促進(PRパンフレットの作成･配布、バス停留所周辺の清掃等)を図る。 

■対象地区 

 ◇⽴地適正化計画区域(市全域) 
 

 

⑪郊外部の住宅団地等から拠点へのアクセス強化 
郊外部の住宅団地等に居住する住⺠の⽣活利便性を確保するため、⻄坂⼾団地等と中⼼拠点

とのアクセス強化を図ります。 
⑪-Ａ 地域公共交通運行事業 

 

◇市⺠バスについて、⾼齢者などの交通弱者の病院や買い物など⽇常⽣活の⾜として、運
⾏する。また、近隣市町村の公共交通との連携について検討を⾏う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■対象地区 

 ◇⽴地適正化計画区域(市全域) 
 

出典:坂戸市ホームページ 市民バス(さかっちバス･さかっちワゴン)の運行 
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